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お知らせ

会 場 早川福祉会館４Ｆ（ホール）
■〒546-0033 大阪市東住吉区南田辺1-9-28

■最寄り駅
・地下鉄谷町線駒川中野下車、西へ徒歩10分

・地下鉄御堂筋線西田辺下車、

東へ徒歩15分（市バスへ乗り継ぎできます）

・J R阪和線南田辺下車、南東へ徒歩15分

・市バス東住吉区役所前下車すぐ

日 程 ９：３０～ 受 付

１０：００～１１：００ 総 会

テーマ

交
流
事
業

花
鳥
園
へ

去
る
三
月
十
四
日
、
神
戸
花
鳥
園
に
て
交
流
会
が
行
わ

れ
ま
し
た
。

当
日
は
、
朝
か
ら
大
雨
が
降
り
逆
境
の
ス
タ
ー
ト
に
な

り
ま
し
た
が
屋
内
施
設
と
い
う
こ
と
も
あ
り
意
気
揚
々
と

目
的
地
へ
と
向
か
い
ま
し
た
。

園
内
は
色
と
り
ど
り
の
花
が
歓
迎
し
て
く
れ
、
鳥
た
ち

と
戯
れ
、
昼
食
は
和
洋
中
の
バ
イ
キ
ン
グ
で
お
腹
い
っ
ぱ

い
に
な
り
ま
し
た
。

朝
の
大
雨
と
は
対
照
的
に
ぽ
か
ぽ
か
陽
気
と
な
り
賑
や

か
に
歌
を
唄
っ
て
帰
っ
て
き
ま
し
た
。
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１，と き

平成２１年６月２７日(土)～６月２８日(日)

２，と こ ろ

グランドプリンスホテル新高輪 国際館パミール

〒１０８－８６１２

東京都港区高輪３－１３－１

Tel（０３）３４４２－０１１１

３，主 催

社会福祉法人全国重症心身障害児(者)を守る会

全国重症心身障害児（者）を守る会

４，後 援

厚生労働省 文部科学省 他

５，大会次第

［第１日目] ６月２７日（土）

受 付 １３：００～１４：００

シンポジウム １４：００～１７：００

「この子らを世の光に

～医療・福祉・教育・親の在り方～」

《司会者》

岡田喜篤 氏

（川崎医療福祉大学学長・法人常務理事）

《シンポジスト》

藤井康弘 氏

（厚生労働省障害保健福祉部障害福祉課長）

下山直人 氏

（文部科学省特別支援教育課特別支援教育調査官）

中澤一隆 氏

（独立行政法人国立病院機構理事）

末光 茂 氏

（社会福祉法人旭川荘理事長）

秋山勝喜 氏

（法人副会長）

感謝の集い １８：００～２０：００

［第２日目] ６月２８日（日）

みんなで語ろう ９：００～１０：００

式 典 １０：３０～１２：００

●問い合わせ先：

社会福祉法人

全国重症心身障害児(者)を守る会

TEL(03)3413-6781～3 FAX(03)3413-6919

全国重症心身障害児(者)を守る会

創立45周年記念大会実施要綱
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重
症

心
身

障
害

児

・

者
を

支

え

る
会

児
童
福
祉
法
並
び
に
障
害
者
自
立
支
援
法
の
一
部
改
正
に
つ
い
て
法
律
案

の
概
要
が
示
さ
れ
ま
し
た
。
そ
し
て
主
に
重
症
児
中
心
の
研
究
会(

厚
労
省

設
置)

が
ス
タ
ー
ト
し
て
、
二
十
一
年
度
末
ま
で
に
は
研
究
報
告
が
出
さ
れ

る
と
の
こ
と
で
す
。

児
者
一
貫
し
た
支
援
の
継
続
等
の
た
め
の
規
定
や
、
継
続
入
所
で
き
る
よ

う
に
す
る
た
め
の
規
定
、
重
症
心
身
障
害
児
通
園
と
重
症
心
身
障
害
者(
18

歳
以
上)

通
所
な
ど
、
平
成
二
十
四
年
四
月
一
日
の
施
行(

多
く
が)

に
向
け

て
検
討
す
る
と
の
こ
と
で
す
。
ど
の
よ
う
な
支
援
が
必
要
な
の
か
、
当
事
者

と
し
て
真
剣
に
考
え
る
必
要
が
あ
る
と
思
い
ま
す
。

「
現
に
入
所
し
て
い
る
者
が
、
継
続
し
て
入
所
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め

の
規
定
」
を
設
け
て
配
慮
さ
れ
る
こ
と
は
有
り
難
い
で
す
が
、
そ
の
人
に
相

応
し
い
施
策
（
よ
り
よ
い
処
遇
の
た
め
の
）
を
新
た
に
作
ら
な
け
れ
ば
解
決

で
き
な
い
問
題
も
あ
る
と
思
わ
れ
ま
す
。
そ
れ
ら
の
課
題
を
そ
の
ま
ま
に
し

て
お
く
と
い
う
こ
と
で
は
な
い
と
期
待
し
た
い
で
す
。

そ
の
人
ら
し
く
、
そ
の
人
の
ニ
ー
ズ
に
沿
っ
た
支
援
が
な
さ
れ
る
よ
う
な

仕
組
み
が
作
ら
れ
る
こ
と
を
願
っ
て
活
動
し
て
き
た
中
で
、
大
き
な
壁
が
立

ち
は
だ
か
っ
て
い
る
と
感
じ
る
こ
と
は
よ
く
あ
り
ま
す
。
し
か
し
、
諦
め
る

こ
と
は
決
し
て
し
た
く
な
い
と
い
う
一
念
は
持
ち
続
け
た
い
で
す
。

定
期
総
会
に
合
わ
せ
、
大
阪
の
具
体
的
な
実
状
を
中
心
に
「
重
症
児
者
の

お
か
れ
て
い
る
現
状
と
課
題
」
を
テ
ー
マ
に
学
び
あ
い
た
い
と
思
い
ま
す
。

要
望
を
ま
と
め
、
施
策
に
繋
げ
る
た
め
の
こ
れ
か
ら
の
活
動
を
考
え
る
上
で

も
、
多
く
の
方
の
参
加
が
望
ま
れ
ま
す
。
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一 利用者負担について、応能負担を原則に

一 障害福祉サービスと補装具の利用者負担を合算し負担を軽減

障害者自立支援法等の一部を改正する法律案の概要

①利用者負担の見直し

利用者負担の規定の見直し
（課題）累次の対策により、負担上限額は大幅に引き下げられており、実質的に負担能力に応じ

た負担になっているが、法律上は１割負担が原則となっている。

→ 法律上も負担能力に応じた負担が原則であることを明確化。

（ただし、サービス利用量が少なく、１割負担の方が低い場合には１割）

※ 例えば、現在、通所サービスの場合、市町村民税非課税世帯の負担限度額は月額1,500円。

※ 利用者の実質負担率2.82％（Ｈ20.11国保連データ）

利用者負担の合算
（課題）障害福祉サービスと補装具の利用者負担の上限額は、それぞれに別に設定されている。

→ 高額障害福祉サービス費について補装具と合算することで、利用者の負担を軽減。

②障害者の範囲及び障害程度区分の見直し

障害者の範囲の見直し
（課題）発達障害は、概念的には精神障害に含まれるが、そのことが明確にされていない。

→ 障害者自立支援法のサービスをより受けやすくする観点から、発達障害者が障害者の範囲に含

まれることを法律上明示。

※ 発達障害については、発達障害者支援法が整備され、発達障害の定義規定も置かれている。

※ あわせて、高次脳機能障害が対象となることについて、通知等で明確にする。

障害程度区分の見直し
（課題）障害程度区分の名称・定義が、標準的な支援の度合を示す区分であることが分かりにくい。

→ 名称を「障害支援区分」とし、定義についても、障害者等の障害の多様な特性その他の心身の

状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示す区分であることを明確化。

※ 法律上の規定の見直しと並行して、障害程度区分そのものについても障害の多様な特性を踏ま

えて抜本的に見直す。

※ 支給決定に当たって、別途障害者を取り巻く環境を勘案することについても、法律上明確化。

③相談支援の充実

相談支援体制の強化
（課題）障害者の地域生活にとって相談支援は不可欠であるが、市町村ごとに取組状況に差があ

る。また、地域の支援体制づくりに重要な役割を果たす自立支援協議会の位置付けが法律

上不明確。

→ 地域における相談支援体制の強化を図るため中心となる総合的な相談支援センターを市町村

―２―

厚生労働省情報

２～４ページ

３ページへ つづく

一 発達障害が障害者自立支援法の対象となることを明確化

一 障害程度区分の名称と定義の見直し

（※ 障害程度区分そのものについても障害の多様な特性を踏まえて抜本的に見直し）

一 相談支援体制の強化（市町村に総合的な相談支援センターを設置、「自立支援協

議会」を法律上位置付け）

一 支給決定プロセスの見直し（サービス利用計画案を勘案）、サービス利用計画作

成の対象者の大幅な拡大

平成21年４月25日発行 （毎月6回1の日、５の日発行） ＯＴＫ通巻第3950号 昭和51年9月7日 第3種郵便物認可

に設置。

→ 自立支援協議会について、設置の促進や運営の活性化のため、法律上に根拠を設ける。

※ 市区町村における地域自立支援協議会の設置状況65％。(Ｈ20.4.1現在。20年度中に更に20%が

設置予定)

※ 平成19年12月の与党ＰＴ報告書においても、自立支援協議会の法令上の位置付けの明確化につ

いて指摘。

→ 地域移行や地域定着についての相談支援の充実。（緊急時に対応できるサポート体制等）

支給決定プロセスの見直し等
（課題）サービス利用計画の作成については、①計画の作成が市町村の支給決定後となっている、

②対象が限定されている、などの理由からあまり利用されていない。

→ 支給決定の前にサービス利用計画案を作成し、支給決定の参考とするよう見直し。

→ サービス利用計画作成の対象者を大幅に拡大。

※ 現在のサービス利用計画作成費の対象者は、重度障害者等に限定されており、利用者数は

1,920人（Ｈ20.4）

④障害児支援の強化

児童福祉法を基本とした身近な支援の充実
（課題）障害を持つ子どもが身近な地域でサービスを受けられる支援体制が必要。

→ 重複障害に対応するとともに、身近な地域で支援を受けられるよう、障害種別等に分かれてい

る現行の障害児施設（通所・入所）について一元化。

→ 在宅サービスや児童デイサービスの実施主体が市町村になっていることも踏まえ、通所サービ

スについては市町村を実施主体とする（入所施設の実施主体は引き続き都道府県）。

放課後等デイサービス事業の創設
（課題）放課後や夏休み等における居場所の確保が必要。

→ 学齢期における支援の充実のため、「放課後等デイサービス事業」を創設。

在園期間の延長措置の見直し
（課題）18歳以上の障害児施設入所者について、障害者施策として対応すべきとの意見。

（障害児支援の関係者で構成された『障害児支援の見直しに関する検討会』の中での議論）

→ 18歳以上の入所者については障害者施策（障害者自立支援法）で対応するよう見直し。

（その際、支援の必要な継続のための措置や、現に入所している者が退所させられることがない

よう附則に必要な規定を設ける。特に重症心身障害者については十分に配慮する。）

⑤地域における自立した生活のための支援の充実

グループホーム・ケアホーム利用の際の助成の創設
（課題）障害者の地域移行を促進するため、障害者が安心して暮らせる「住まいの場」を積極的に

確保する必要。

→ グループホーム・ケアホーム入居者への支援を創設（利用に伴い必要となる費用の助成）。

※ 身体障害者について、グループホーム・ケアホームを利用できるようにする。（告示）

―３―

２ページのつづき

４ページへ つづく

一 児童福祉法を基本として身近な地域での支援を充実

（障害種別等で分かれている施設の一元化、通所サービスの実施主体を都道府県から

市町村へ など）

一 放課後型のデイサービス等の充実

一 グループホーム・ケアホーム利用の際の助成を創設

一 重度の視覚障害者の移動を支援するサービスの創設（個別給付化）
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重度の視覚障害者の移動支援の個別給付化

（課題）移動支援について、重度の肢体不自由者や知的障害者及び精神障害者については、自立支

援給付とされているが、重度の視覚障害者については、地域生活支援事業（補助金）の中

で行われているのみ。

→ 重度の視覚障害者の移動支援についても、地域での暮らしを支援する観点から、自立支援給付

の対象とする。

⑥その他

事業者の業務管理体制の整備等
（課題）障害福祉サービス事業の運営をより適正化することが必要。

→ 事業者における法令遵守のための業務管理体制の整備、事業廃止時のサービス確保対策等。

精神障害者の地域生活を支える精神科救急医療の整備等
（課題）精神障害者の地域生活への移行及び地域生活の支援を推進することが必要。

→ 都道府県による精神科救急医療体制の確保について法律上位置付け等。

【精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の改正】

→ 精神保健福祉士が、精神障害者の地域生活における相談支援を担っていることの明確化等。

【精神保健福祉士法の改正】

施行期日：１年６ヶ月を超えない範囲内において政令で定める日。

（障害者の範囲は公布の日。障害程度区分、③、④は平成２４年４月１日。）

３ページのつづき

―４―

「御支援のお願い」住み慣れた地域で暮らしたい！
そうした想いを実現するために、小さなグループの単位で生活出来る生活ホーム（ケア

ホーム）の設置に取り組んでいます。

何卒、重度障害者の生活ホームの建設に御理解を賜り御支援、御協力を賜りますよう

お願い申し上げます。

建設資金に御協力をお願いします。
生活ホーム建設協力金： 1口 ５，０００円 （何口でもかまいません）

＊郵便振替 ００９２０－５－１２２０４６ 重度障害者の生活ホームをつくる会

＊銀行口座 三井住友銀行 西田辺支店 （普通）口座番号６８９９８３１
重度障害者の生活ホームをつくる会 会長 薗田隆二

大阪市阿倍野区阪南町2－23－11みどり教室内
重度障害者の生活ホームをつくる会

TEL 06－6622－3759 FAX 06－6622－3769
E-mail：midori＠sasaeru.or.jp

御支援、御協力いただける方を募っています

☆
☆
☆

☆

☆

☆

☆

☆

☆

☆

☆

☆
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大阪府重症心身障害児・者を支える会(全

国重症心身障害児(者)を守る会の大阪支部)

への入会についてご案内いたします。

【個人会員】 ◎年会費 8,400円

本部「両親の集い」、本会「支える」発行購読料含む

◎年会費 3,600円

本会「支える」発行購読料含む
【法人・団体会員】 ◎年会費 10,000（１口）

本部「両親の集い」、本会「支える」発行購読料含む
【協力会員】 ◎年会費 3,000円(１口)(運営資金の協力会員)

本会「支える」発行購読料含む

☆申込み・問い合わせは事務局までお願いします

既に納入がお済みの方にはあしからずお許しを賜り
ますようお願い申し上げます。

＜問い合わせ＞ ＴＥＬ ０６－６６２４－２５５５

ＦＡＸ ０６－６６２４－２５５６

＜郵 便 振 替＞ ００９３０－９－６９５９８

大阪府重症心身障害児・者を支える会

「支える会」事務局
〒５４５－００２１
大阪市阿倍野区阪南町５－１５－２８

育徳コミュニティーセンター２階
大阪府重症心身障害児・者を支える会

会長 鈴木 祥子
ＴＥＬ ０６－６６２４－２５５５
ＦＡＸ ０６－６６２４－２５５６
＜郵便振替＞ ００９３０－９－６９５９８

支える会ホームページのご案内

ドメイン名 http://www.sasaeru.or.jp/

メールアドレス osaka@sasaeru.or.jp

◎様々な御意見・御質問や情報をメール

や掲示板にお寄せ下さい。

全国・各地へリンクあり！

重度訪問介護従業者養成研修を開催します
この資格を取得すると
「重度訪問介護の支援（移動を含む）」
「市町村事業の移動支援（全身性）」に従事することができます

７月～８月の土・日曜日 コース（合計５日間）
特定非営利活動法人 大阪府重症心身障害児者を支える会

予告

―５―

― インフォーメーション ―
「全国重症心身障害児（者）を守る会」「守る会・近畿ブロック」関係の以下の情報

や資料が支える会事務局にあります（ホームページ掲載分もあります）。

■「障害児支援の見直しに関する検討会報告」及び「自立支援法施行後３年の見直し報告書」

その後の動きについて

◎「与党障害者自立支援法に関するプロジェクトチーム」発表の「障害者自立支援法の

抜本見直しの基本方針」及びその説明文(本部資料)

◎「児童福祉法の一部を改正する法律案の概要」

◎「平成21年度障害福祉サービス報酬額の改定内容」

◎「障害程度区分の見直しスケジュール」

◎児童福祉法及び障害者自立支援法の改正法案に関する説明

◎児童福祉法及び障害者自立支援法の新旧対照表（関係部分のみ）


